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研究成果の概要（和文）：患者の療養に関連する各機関間の看護職の連携についての実態把握を

行い、連携促進に向けた提言を行うことを目的として研究を行った。院内の部門間の連携を構

築するためには、看護管理者が継続看護の必要性を認識し、在宅医療の知識がある中心メンバ

ーを選出し、病院全体を巻き込む必要があること、規模の大きいステーションは病院での退院

支援にも積極的に関われていること、退院支援看護師のいる病院では積極的な連携が行われて

いる事、難治性の慢性疾患においては、外来での相談室の設置、外来から地域の保健師や訪問

看護ステーションに情報を伝達することなどが必要であることがわかった。 

 
研究成果の概要（英文）： A research was performed to figure out the actual situation of 
the collaboration of nurses among each institution for the medical treatment of patients 
and to provide recommendations for facilitating the collaboration. In order to build 
collaboration among the departments inside hospital, it was found out to be necessary 
that nurse administrators understand the necessity of continuing nursing care, selecting 
core members who have knowledge of home medical care and getting the entire hospital 
involved. It was also found out that the large scale visiting nursing care stations can 
be actively involved in providing discharge planning at the hospitals, while there are 
active collaborations in the hospitals where there are discharge planning nurses. As for 
intractable chronic diseases, it was found out to be necessary to set up a counseling 
room at outpatient department, and to transmit information from the outpatient department 
to local public health nurses and visiting nursing care station. 
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１．研究開始当初の背景 

昨今の医療費増大・病院機能の明確化の流
れの中で、一般病院における在院日数の短縮

化、DPC 導入による疾患別の在院日数の標準
化、在宅ケアへの移行はますます進展してい
る。それに伴い、退院支援（ discharge 
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planning）は多くの病院に浸透しつつある
(Nagata,2004；医療経済研究機構，2007)。し
かし、患者にとって適切な療養の場を選択し、
適切なタイミングで移行し、移行先での療養
生活の安定を図るという、本来の目的が見失
われ、病院側の都合で一方的に退院を促進し
たり、退院後のケアが十分に提供されなかっ
たりする例も多く見られるようになってい
る。 

退院支援においては、単に早期に退院でき
るよう支援するのではなく、適切な場所に、
必要な準備を行ったうえで退院できるよう
支援することが必要であり、そのためには病
院と地域の医療従事者の密接な連携が必要
である。しかし、現状では、退院時期が迫っ
てから地域ケア提供者に連絡があるため十
分な連携が図れない、本来なら在宅ケアが必
要な患者についても連絡が来ないといった
実態がある。 

一方、患者が適切で安定した療養生活を送
れるようにするためには、外来通院中・自宅
療養中の患者の入院のタイミングや場所の
選択への支援、入退院時にケアの継続性を図
るための支援なども必要である。これらは、
単に退院支援における「フォロアップ」機能
にとどまらず、「療養場所移行支援」「療養継
続支援」などの枠組みで考えるべき課題であ
るが、その内容については未だ十分検討され
ていない。 

これらの状況を鑑みると、地域ケア全体の
枠組みの中で、病院や診療所、在宅ケア機関
が、患者の安定した療養生活の継続のために
密接に連携する必要性があることが明らか
である。その中でも、患者の医療と生活の両
面をサポートする看護職の役割は大きいと
考えられる。諸外国では、リエゾンナースと
して、地域ケア機関に属するナースが病院で
も支援を行うといった動きがある（Dukkers 
van Emden DM,1999；村上,2007）。一方、日
本では未だ機関間の連携が十分行われてい
るとはいえない。利用者個別の対応に関して
は、記録様式の整備など、少しずつ研究が進
められているところであるが（川越,2006）、
機関間の連携方法やシステム構築に関する
検討は未だ不十分であり、研究の必要性が高
い。 

 

２．研究の目的 

患者の療養に関連する各機関間の看護職
の連携についての実態把握を行い、連携促進
に向けた提言を行う。 

 

３．研究の方法 

（１）文献検討 
2000年以降に発表された国内文献を対象

に、医中誌 Web(Ver.4.0)を用いて「看護 and
（継続ケア or 連携 or 多機関医療協力シス

テム）」に、連携場所として「訪問」及び「外
来」を組み合わせて検索し、文献レビューを
行った。 
（２）ヒアリング 
 文献検討の結果を踏まえ、看看連携に先進
的に取り組んでいる機関を文献からピック
アップし、ヒアリング調査を行った。 
（３）訪問看護ステーションに対する全国調
査 
 訪問看護ステーションと病院や他機関と
の連携に焦点を当てて、実態調査を行った。
2009年 7月時点で全国訪問看護事業協会に加
盟する 3,578ヶ所の訪問看護ステーションを
対象とした。 
（４）病院に対する全国調査 
 全国の病院を対象に、部署の設置・DPNの
配置の実態を把握し、病院の特性や退院支援
活動との関連を検討することを目的として、
調査を行った。全国の 100床以上の一般病床
を持つ全病院 2600箇所に、2010年 4月に質
問紙を送付した。 
５）医療者間の連携に関する事例検討 

2010年夏～秋に、3か所の病院において、
ALS患者の胃瘻造設に焦点を当て、医療者間
や患者・医療者間のコミュニケーションに関
する調査を行った。患者・家族へのインタビ
ュー、病院でのカルテ調査、インタビューを
実施した。 

 
４．研究成果 
（１） 文献検討 
「看護」and（「連携」or「継続ケア」or「多

機関医療協力システム」）and（「外来」or「訪
問」のキーワードで、国内の文献検討を行っ
た。その結果、［and「訪問」］で 528件、［and
「外来」］で 287 件の文献がヒットし、中で
も看看連携に直接関連する文献 89 本を精読
した。論文記載内容は、「システム整備」「個
別支援」「その他」に大別された。さらに「シ
ステム整備」に関する 26本を検討した結果、
看看連携のシステム整備の方法は「組織の改
善」「場の設定」「ツール開発」に、また、連
携の範囲は「機関内」「機関間」「地域全体」
に分けられることが分かった。 
（２）ヒアリング 
文献検討の結果を踏まえ、「システム整備」

に先進的に取り組んでいる２機関へのヒア
リング調査を行った。各々、病棟と外来、病
棟と訪問看護部門とが、密接な連携システム
を構築し、効果をもたらしていた。各機関に
共通していたのは、「連携システムの構築に
至った経緯」「連携システムを構築するため
のプロセス」「連携システムが病院全体に普
及した要因」「連携システム構築後の効果」
であった。連携システムを構築するためには、
看護管理者が継続看護の必要性を認識し、在
宅医療の知識がある他部門の看護職を含め



 

 

た中心メンバーを選出し、病院全体を巻き込
んでシステム構築に取り組む必要があり、そ
の結果、病院全体の看護師の継続看護への意
識が高まり、看看連携が円滑となる風土の形
成や看護の質の向上に繋がったと考えられ
た。 

 
（３）訪問看護ステーションに対する全国調
査 

3578か所中、1188か所から回答を得た。 
 入院患者の情報共有のための定期的な病
院の訪問を行っているのが 468箇所（39.4％）
で、具体的には、病棟の定期的なラウンドが
219 箇所、入院中の患者に関する病院内での
会議への定期参加が 171箇所、入院中の患者
に関する病棟カンファレンスへの定期参加
が 145箇所などであった。また、病院の退院
支援担当者としての業務を行っていると回
答したステーションが 295 箇所（24.8%）あ
ったが、殆どは病院から退院支援の依頼が寄
せられたのを受けて実施していた。 
 学習会等へのステーションとしての継続
的な参加については、訪問看護ステーション
の協議会等が開催する学習会・事例検討会へ
の参加が 813 箇所（68.4％）、近隣のステー
ション同士の学習会・事例検討会への参加が
600 箇所（50.5%）、行政が主催する学習会・
事例検討会への参加が 585 箇所（49.2％）、
地域の多職種からなる協議会等が開催する
学習会・事例検討会への参加が 515 箇所
（43.4％）、病院が主催する学習会・事例検
討会への参加が 507箇所（42.7％）であった。
また、訪問看護ステーションの協議会等によ
る学習会・事例検討会で役割を担っているの
が 405箇所（34.1%）、地域の多職種からなる
協議会等による学習会・事例検討会で役割を
担っているのが 282 箇所（23.7％）、近隣の
ステーション同士の学習会・事例検討会を主
催しているのが 233箇所（19.6％）と、積極

的に役割を担っているステーションも 3割以
上を占めていた。退院支援担当者の業務を実
施しているステーションの特徴として、重症
者管理加算を算定していること、常勤の看護
職数が多いこと、医療保険による訪問看護の
延べ訪問回数が多いことが挙げられた。今後、
ステーションと病院との密接な連携を促進
するためには、病院訪問や退院支援担当者と
しての業務を行うための時間や労力、これら
の業務実施による効果等を明らかにする必
要がある。 
（４）病院に対する全国調査 

2600 病院中 913 病院から有効回答を得た
（有効回答率 35.1%）。退院支援の専門部署が
ある病院は 669 病院（72.2％）、在宅ケア機
関と連携して退院支援を行っている病院は
396 病院（42.8％）であり、両方を行ってい
るところが 297 病院（32.1％）、専門部署の
みが 372 病院（40.2％）、在宅ケア機関との
連携のみが 99 病院（10.7％）であった。設
置主体が国や公的機関の病院で部署を有す
るところが多く、医療法人ではいずれもして
いないところ、在宅ケア機関と連携している
ところが多かった。部署を有するところでは
病床数が多く、在院日数が短く、DPC 病院が
多かった。在宅ケア機関との連携による退院
支援は、併設施設・機関を有するところで多
かった。 
また、「DPN のいる病院（51.2%）」「部署は

あるが DPN がいない病院（24.8%）」「部署が
なく DPNもいない病院（24.1%）」の 3群に分
けての分析を行った。「DPN のいる病院」は、
病床数が多い、設置主体が国や自治体、7 対
1 入院基本料、DPC 対象病院、在院日数が短
い、併設施設を有しないといった特徴を有し
ていた。また、在宅療養指導管理料、地域連
携診療計画管理料、後期高齢者退院調整加算、
退院時共同指導料を算定している病院が多
かった。退院前以外の在宅療養指導管理料に
ついては、「部署はあるが DPNがいない病院」
でも同程度算定していた。退院支援を要する
患者の把握方法については「早期に把握する
ための用紙等を活用」は「DPN のいる病院」
の 7 割が病院全体で実施していたのに対し、
「部署はあるが DPNがいない病院」では 5割
弱、「部署がなく DPN もいない病院」では 4
分の 1 の実施率であった。また、「退院支援
スタッフの病棟ラウンド」を病院全体で行っ
ているのは、「DPN のいる病院」で半数、「部
署はあるが DPNがいない病院」では 4割であ
った。一方、「長期入院者への対応策を検討
するカンファレンス」は「部署はあるが DPN
のいない病院」で最も実施率が高かった。 
以上より、DPN の効果を明確にし、配置を

働きかける事が必要なこと、また、DPN 配置
が難しい病院でも患者が円滑に療養場所を
移行できる仕組みを整えていく必要がある



 

 

ことが示された。 
（５）医療者間の連携に関する事例調査 

ALS 患者の胃瘻造設に関する医療者間や患
者・医療者間のコミュニケーションに関する
調査を行った結果、ALS 患者が診断を受けて
から、治療法を選択するまでの間に、医療者
としては外来医師しかコミュニケーション
できていない実態が明らかになり、外来での
相談室の設置、外来看護の充実、外来から地
域の保健師や訪問看護ステーションに情報
を伝達することなどが必要であることがわ
かった。 
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